
 

平成２２年度の税制改正により、所得税において「所得控除から手当へ」などの観点か

ら、「子ども手当」が創設され年少扶養親族（０～１５歳）に対する扶養控除が廃止され

ました。 

また、高校の授業料実質無償化に伴い、１６～２２歳の特定扶養親族のうち１６～１８歳

までの扶養控除の上乗せ部分が廃止されました。 

これらの所得税における扶養控除の見直しに伴い、個人住民税についても諸控除の見

直しが行われたことから、家族構成によっては昨年度と比べて税額が変わる場合があり

ます。 

 

 

 

 年少扶養親族（０～１５歳）に対する扶養控除（３３万円）が廃止されました。 
 

 

 
 

 １６～１８歳までの特定扶養親族に対する上乗せ部分が廃止され、扶養控除額が３３

万円になりました（一般扶養控除になります）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

扶養控除の見直しに伴い、扶養控除・配偶者控除に係る同居特別障害者への加算額

（２３万円）が、特別障害者控除の加算額に変更されました。 

 
 

 

 

 

 

 
 

例）年少扶養親族で同居特別障害者の場合 

昨年まで     控除額計  ８６万円      ２４年度から 控除額計 ５３万円 

扶養控除            ３３万円       扶養控除          廃止 

同居特別障害者加算  ２３万円       同居特別障害者加算   変更 

   特別障害者控除      ３０万円       障害者控除（同居）   ５３万円 
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（年齢は平成２３年１２月３１日現在）

２．特定扶養親族のうち１６～１８歳までの上乗せ分の廃止 

３．同居特別障害者加算の変更 
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【昨年まで】                         【平成２４年度から】 

ご不明な点は役場税務グループまでお問い合わせください。 ☎２７－２４８１（グループ直通） 


